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  アドバイザリー契約書（タイムチャージ）   

     
  委嘱者        （以下「甲」という。）と、弁護士鐘ケ江啓司（以下「乙」

という。）とは、甲乙間において下記のとおりアドバイザリー契約を締結した。 

 

第１条 甲は乙に対し、次の事項を委嘱し、乙はこれを受諾する。 

１．甲の相談・受任案件に関して、メール・Zoom・電話等により相談に応じ、

法律関係のリサーチ、受任通知案、準備書面案の作成をする。 

２．甲の相談・受任案件に関して、甲の求めに応じて甲の依頼者との打ち合わ

せへの参加、現地調査、事実関係調査、その他甲の復代理人としての活動を

行う。 

３．その他、甲と乙の個別協議によって定める委嘱事項を行う。 

 

第２条 乙は、甲から相談を受けた事項その他甲の業務に関し職務上知り得た一

切の事項について、乙の業務遂行上の必要性に反しない限りで、甲の秘密

を遵守する。また、甲から委任を受けた事項については、法令・弁護士会

会則等・弁護士倫理又は社会正義に反しない限度において、甲の利益のた

め誠実に処理する。 

 

第３条 乙は甲から委任を受けた事項について、甲の承諾を得て、乙以外の弁護

士に復代理をさせることができる。 

 

第４条 甲は乙に対して、次のとおり報酬金を支払うものとする。 

１．  乙は、甲に対して、毎月１０日までに、前月１日～末日までの業務時

間を計算し、前月分の顧問料等の請求書を送付する。 

２．  甲は、時間制報酬金として１時間３万円（税別、源泉税込・１５分単

位で切り上げ計算）を、前項の請求書が送付された月の月末までに、乙

の福岡銀行赤坂門支店（普通）１９６６７８２「弁護士 鐘ケ江啓司」

（ベンゴシカネガエケイジ）の銀行口座に送金して支払うものとする。 

３．  業務時間は１５分単位（切り上げ）で計算する。 

４．  経済情勢の変化等により、第１項の時間制報酬金額が不相当となった

時は、甲・乙協議のうえ、これを増減することができるものとする。 

５．  甲は乙に対して、第１条の法律事務を処理するに際して生じた通信費、

交通費、資料取寄せ等の実費を負担するものとし、乙からの請求にもと

づき、第１項の時間制報酬金に付加して支払うものとする。 

６．  乙は、甲に対して、業務時間が５時間を越えるごとに、速やかにその

内訳を書面（メール等の電子的手段を含む）報告するものとし、甲は、
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乙の業務時間に異議がある場合は、通知のあった翌日から起算して１週

間以内に異議を述べるものとする。異議のあった場合は甲乙間で協議す

るものとする。甲が期間内に異議を述べなかった場合、甲は乙の業務時

間について承認したものとみなす。 

 

第５条 乙は甲に対し、次の場合を除き、相談料、鑑定料を請求しない。 

１． 鑑定のため特別に調査研究を要した場合の実費。 

２． 出張については、タイムチャージは実活動時間について計算するものと

して、移動時間を含まないものとする。但し、移動時間が５時間を越えた

場合は、別途金５万００００円（税別、源泉税込）を、宿泊を伴う場合は、

金１０万００００円（税別、源泉税込）を加算する。 

 

第６条 甲は、甲及び甲の依頼者が下記の暴力団等にあたらないことを表明す

る。 

 １．乙は、甲及びその依頼者が暴力団、暴力団員、暴力団関係団体若しくはそ

の関係者、総会屋、その他反社会的勢力(以下、「暴力団等」とする)であ

ると判明した場合、又は暴力団等を利用していることが判明した場合に

は、本委任契約を解除できる。 

 ２．乙は、甲及びその依頼者が過去に暴力団等であったこと、又は甲が過去に

暴力団等であったものを利用していることが判明した場合、及び甲が将来

暴力団等になった場合にも、本委任契約を解除できる。 

 ３．本条に基づく解除がされた場合、甲は乙に対して顧問料・日当・実費等の

名目の如何を問わず、既に支払った金銭等の返還請求や事件処理中止に伴

う損害賠償請求等の一切の請求を行えないものとする。 

 

第７条 この契約の有効期限は令和 年 月 日から１年間とし、甲・乙のいず

れか一方から上記期間の満了までに解約の申入れがない限り、同一条件で

更新されるものとする。 

 

第８条 この契約は、甲乙の信頼関係を基礎に維持・継続されるものであり、甲

または乙において、理由を問わず、何時にても解約することができる。但

し、甲は乙に対し既に支払った顧問料・日当・実費の返還を求めることは

できない。 

 

第９条 この契約又はこの契約に関連して生ずる甲乙間のすべての紛争は、訴訟

手続によらず、乙が所属する弁護士会において、同会の紛議調停委員会の

仲裁手続によって解決することを、甲と乙とは合意する。 

 

第１０条 

 １．本契約に関連して乙が行う通知（書類等の送付含む）は、甲が乙にあらか
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じめ届け出た通知先に行うものとする。 

 ２．前項の通知等は、前項の甲の通知先（本項ただし書により変更された場合

には、変更後の通知先）を正確なものとみなし、当該通知先に到達した日

にこれがされたものとみなす。ただし、甲は、相手方に通知先の変更通知

をすることにより通知先を変更することができる。 

 ３．甲が前項の通知を怠り、又は乙からの通知の受領を拒否したため、乙から

された通知又は送付された書類等が延着し、又は到着しなかった場合に

は、通常到着すべき時に到着したものとみなす。 

 

第１１条 乙は、本委任事務の終了後、速やかに寄託を受けた証拠書類、証拠品

の原本を甲に返還するものとし、甲はこれを受領する。甲が受領を拒否し

た場合（受領を督促する通知に対して合理的期間内に返答がない場合を含

む）は、乙は甲が所有権を放棄したものとして、甲に何ら通知することな

く、これを破棄することができる。 

 

第１２条 乙は、本委任事務の終了後、少なくとも５年間、本委任事務の記録（紙

媒体に限る）をスキャンし、ＰＤＦデータに変換した上で保管するものとす

る。当該期間経過後、乙は、甲に何ら通知することなく、本委任事務の記録

を破棄することができる。 

 

第１３条 甲は、乙が、著作権法４１条の２第１項に基づいて裁判手続のため複

製した文献資料の抜粋について、同条の趣旨に照らして取り扱い、目的外使

用をしないことを約束する。 

 

第１４条 甲は、乙への委任に先立って、甲の依頼者に対して、乙に対して情報

開示の同意を得ることと、併せて、甲の依頼者に対して、乙が甲の依頼者に

対して責任を負うものではないことを告知するものとする。 

 

第１５条 乙は、次の案件については対応しないものとし、甲はこれをあらかじ

め承諾した上で本契約を締結する。 

① 暴力団等、半グレ、トクリュウその他の反社会的勢力を依頼者と

する案件 

② 児童が虐待又は性被害を受けた事件で、加害者を依頼者とする案

件(盗撮事件、少年事件を除く) 

③ 甲の依頼者から乙に対する情報開示の同意が得られない事件。 

④ 利益相反、その他、乙が対応不可と判断した案件。 

 

 以上のとおり合意し、その成立の証として本契約書２通を作成し、署名・捺印

のうえ、各自１通宛所持するものとする。ただし、本契約を電子契約にて締結し

た場合には、本契約の成立を証するため、電子契約書ファイルを作成し、それぞ
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れ電子署名を行う。この場合、電子データである電子契約書ファイルを原本とし、

同ファイルを印刷した文書はその写しとする。 

令和  年  月  日 

（所在地）〒   － 

 

（甲） 

 

（事務所）〒８１０－００２２ 

     福岡市中央区薬院１丁目５－１１ 

     薬院ヒルズビル４階 ４－Ａ号 

     薬院法律事務所 

（乙）  弁護士  鐘ケ江 啓 司 

 

    


